
高年齢者雇用安定法改正及び創業支援等措置について
（参考資料）

参考２－２



現行制度

改正の内容（高年齢者就業確保措置の新設）（令和３年４月１日施行）

改正の趣旨

少子高齢化が急速に進展し人口が減少する中で、経済社会の活力を維持するため、働く意欲がある高年齢者がその
能力を十分に発揮できるよう、高年齢者が活躍できる環境整備を図ることが必要。
個々の労働者の多様な特性やニーズを踏まえ、70歳までの就業機会の確保について、多様な選択肢を法制度上整え、

事業主としていずれかの措置を制度化する努力義務を設ける。

＜高年齢者雇用確保措置＞
（65歳まで・義務）

＜高年齢者就業確保措置＞
（70歳まで・努力義務）

①65歳までの定年引上げ

②65歳までの継続雇用制度の導入
（特殊関係事業主（子会社・関連会社等）
によるものを含む）

③定年廃止

雇用以外の措置（労働者の過半数を代表する者等の同意を得た上で導入）

④希望する高年齢者について、70歳まで継続的に業務委託契
約を締結する制度の導入

⑤希望する高年齢者について、
a.事業主が自ら実施する事業
b.事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う事業
であって、不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの
に係る業務に70歳まで継続的に従事できる制度の導入

①70歳までの定年引上げ

②70歳までの継続雇用制度の導入
（特殊関係事業主に加えて、他の事業主
によるものを含む）

③定年廃止

70歳までの就業機会確保（高年齢者雇用安定法関係）
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事業主に対して、65歳までの雇用機会を確保するため、高年齢者雇用確保措置（①65歳まで定年引上げ、②65歳ま
での継続雇用制度の導入、③定年廃止）のいずれかを講ずることを義務付け。
※ 平成24年度の法改正により、平成25年度以降、制度の適用者は原則として「希望者全員」となった。ただし、24年度までに労使協定により制度適用対象
者の基準を定めていた場合は、その基準を適用できる年齢を令和7年４月までに段階的に引き上げることが可能。（経過措置）

○ 事業主に対して、65歳から70歳までの就業機会を確保するため、高年齢者就業確保措置として、以下の①～⑤の
いずれかの措置を講ずる努力義務を設ける。

○ 努力義務について雇用以外の措置（④及び⑤）による場合には、労働者の過半数を代表する者等の同意を得た上で
導入されるものとする。

現行 新設



○ 厚生労働大臣は、高年齢者就業確保措置の実施及び運用に関する指針を定める。

○ 厚生労働大臣は、必要があると認めるときに、事業主に対して、高年齢者就業確保措置の実施について必要な指導
及び助言を行うこと、当該措置の実施に関する計画の作成を勧告すること等ができることとする。

○ 70歳未満で退職する高年齢者（※１）について、事業主が再就職援助措置（※２）を講ずる努力義務及び多数離
職届出（※３）を行う義務の対象とする。
※１：定年及び事業主都合により離職する高年齢者等

※２：例えば、教育訓練の受講等のための休暇付与、求職活動に対する経済的支援、再就職のあっせん、教育訓練受講等のあっせん、再就職支援体制の構築など

※３：同一の事業所において、１月以内の期間に５人以上の高年齢者等が解雇等により離職する場合の、離職者数や当該高年齢者等に関する情報等の公共職業安定
所長への届出

○ 事業主が国に毎年１回報告する「定年及び継続雇用制度の状況その他高年齢者の雇用に関する状況」について、高
年齢者就業確保措置に関する実施状況を報告内容に追加する。

その他の改正の内容（令和３年４月１日施行）

＜事業主による雇用・就業機会の確保を促進するための支援＞

・ ①高年齢者就業確保措置を講ずる事業主に対する助成措置や相談体制などの充実、②他社への再就職の措置に関す
る事業主間のマッチングを促進するための受入企業の開拓・確保の支援、③能力・成果を重視する評価・報酬体系の
構築を進める事業主等に対する助成、④高年齢者が安心して安全に働ける職場環境の構築の支援等。

＜高年齢者の再就職やキャリア形成に関する支援＞

・ ①ハローワークの生涯現役支援窓口や産業雇用安定センターによるマッチング機能の強化、②労働者のキャリアプ
ランの再設計等を支援する拠点の整備、③企業の実情に応じた中高年齢層向け訓練の実施等。

＜地域における多様な雇用・就業機会の確保に関する支援＞

・ ①生涯現役促進地域連携事業による地方公共団体を中心とした協議会による取組の推進、②シルバー人材センター
の人手不足分野等での就業機会の開拓・マッチング機能や地域ごとの実情を踏まえた取組の強化等。

高年齢者の活躍を促進するために必要な支援（予算事業等）
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70歳までの就業機会確保（高年齢者雇用安定法関係）



委託契約その他の契約

第10条の２第２項第1号（新たに事業を開始する高年齢者等と事業主が委託契約等を締結する）

事業主 高年齢者

労使合意に則って
個別契約を締結

一 その雇用する高年齢者が希望するときは、当該高年齢者が新たに事業を開始する場合（厚生労働省
令で定める場合を含む。）に、事業主が、当該事業を開始する当該高年齢者（厚生労働省令で定める
者を含む。以下この号において「創業高年齢者等」という。）との間で、当該事業に係る委託契約そ
の他の契約（労働契約を除き、当該委託契約その他の契約に基づき当該事業主が当該事業を開始する
創業高年齢者等に金銭を支払うものに限る。）を締結し、当該契約に基づき当該高年齢者の就業を確
保する措置
※１ 「厚生労働省令で定める場合」は、高年齢者が企業を設立する場合等を想定
※２ 「厚生労働省令で定める者」は、※１の場合の企業等を想定

労使合意

過半数労働組合等

厚生労働省令で定める者
（高年齢者が企業を設立した

場合の当該企業）

新たに事業を開始



第10条の２第２項第２号イ（事業主が実施する事業に従事する）

事業主
＝事業を実施する者 高年齢者

二 その雇用する高年齢者が希望するときは、次に掲げる事業について、当該事業を実施する者が、
当該高年齢者との間で、当該事業に係る委託契約その他の契約（労働契約を除き、当該委託契約そ
の他の契約に基づき当該事業を実施する者が当該高年齢者に金銭を支払うものに限る。）を締結し、
当該契約に基づき当該高年齢者の就業を確保する措置（前号に掲げる措置に該当するものを除
く。）
イ 当該事業主が実施する社会貢献事業（社会貢献活動その他不特定かつ多数の者の利益の増進に
寄与することを目的とするもの。以下この号において同じ。）

労使合意

過半数労働組合等

不特定かつ多数の
者の利益の増進に
寄与することを目的

とする事業

労使合意に則った個別契約により業務委託等

委託契約その他の契約



第10条の２第２項第２号ロ（事業主が団体に委託する事業に従事する）

事業主 高年齢者

二 その雇用する高年齢者が希望するときは、次に掲げる事業（ロ又はハの事業については、事業主と当
該事業を実施する者との間で、当該事業を実施する者が当該高年齢者に対して当該事業に従事する機会
を提供することを約する契約を締結したものに限る。）について、当該事業を実施する者が、当該高年
齢者との間で、当該事業に係る委託契約その他の契約（労働契約を除き、当該委託契約その他の契約に
基づき当該事業を実施する者が当該高年齢者に金銭を支払うものに限る。）を締結し、当該契約に基づ
き当該高年齢者の就業を確保する措置（前号に掲げる措置に該当するものを除く。）

ロ 法人その他の団体が当該事業主から委託を受けて実施する社会貢献事業

労使合意

団体
＝事業を実施する者

過半数労働組合等

不特定かつ多数の
者の利益の増進に
寄与することを目的

とする事業

労使合意に基づいて
団体と契約を締結

事業者との契約に基づいて
高年齢者と契約を締結

委託

※事業主の名前で実施



第10条の２第２項第２号ハ（事業主が出資する団体が実施する事業に従事する）

二 その雇用する高年齢者が希望するときは、次に掲げる事業（ロ又はハの事業については、事業主と当
該事業を実施する者との間で、当該事業を実施する者が当該高年齢者に対して当該事業に従事する機会
を提供することを約する契約を締結したものに限る。）について、当該事業を実施する者が、当該高年
齢者との間で、当該事業に係る委託契約その他の契約（労働契約を除き、当該委託契約その他の契約に
基づき当該事業を実施する者が当該高年齢者に金銭を支払うものに限る。）を締結し、当該契約に基づ
き当該高年齢者の就業を確保する措置（前号に掲げる措置に該当するものを除く。）
ハ 法人その他の団体が実施する社会貢献事業であつて当該事業主が当該社会貢献事業の円滑な実施に
必要な資金の提供その他の援助を行つているもの

事業主 高年齢者

労使合意

団体
＝事業を実施する者

過半数労働組合等

不特定かつ多数の
者の利益の増進に
寄与することを目的

とする事業

労使合意に基づいて
団体と契約を締結

事業者との契約に基づいて
高年齢者と契約を締結

出資

※団体の名前で実施


